
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
隔壁で形成されれたトンネルと、該トンネル内に配置された搬送台と、該搬送台を非接触
状態にて浮上支持する複数の浮上用電磁石と、前記搬送台を走行移動させるリニアモータ
と、前記搬送台の垂直方向距離を検出する変位センサとを備えた磁気浮上搬送装置におい
て、前記浮上用電磁石、リニアモータ及び変位センサを前記トンネル隔壁の外側に配置す
るとともに前記浮上用電磁石、リニアモータ及び変位センサを前記隔壁を貫通してトンネ
ル内にその一部が露出した薄肉の容器状の収納部材に収納したことを特徴とする磁気浮上
搬送装置。
【請求項２】
隔壁で形成されたトンネルと、該トンネル内に配置された搬送台と、該搬送台を非接触状
態にて浮上支持する浮上用電磁石と、前記搬送台を走行移動させるリニアモータとを備え
た磁気浮上搬送装置において、前記トンネルの少なくとも上下面の隔壁を該隔壁内側に設
けたシールド用の薄肉プレートと、該隔壁外側に設けた前記薄肉プレートを補強するため
の剛性を有した厚肉の補強板とにより構成し、前記浮上用電磁石及びリニアモータを前記
トンネルの外側に配置するとともに、前記補強板を貫通して前記薄肉プレートに隣接する
ように設けたことを特徴とする磁気浮上搬送装置。
【発明の詳細な説明】
技術分野
本発明は磁気浮上搬送装置に係り、真空中等の高清浄度雰囲気のトンネル内でウエハ等の
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被搬送物を搭載する搬送台を磁力により浮上させて、隔壁に対して非接触状態にして走行
せしめる磁気浮上搬送装置に関する。
背景技術
半導体製造工程においては、加工、各種処理等の工程間のウエハの移送・授受を一貫して
清浄空間で行う要求が高まっている。特に、半導体製品は不純物に汚染されると品質不良
となり易いので、高度に清浄化されたクリーンルーム内で搬送することが好ましい。しか
しながら、半導体の微細化とともに、問題となる粒子径が小さくなるため、従来のクリー
ンルームで清浄空間を形成するのが難しくなってきており、代わりにブラウン運動が少な
いために、空間を粒子が漂うことがない真空中にて、ウエハ等を搬送することが考えられ
ている。すなわちトンネル内部を真空に保ち、真空中でウエハ等の搬送対象物を搭載する
搬送台を磁力により浮上させて、隔壁に対して非接触状態にして走行せしめる磁気浮上真
空搬送装置が従来から提案されている。
また、一方真空にする代わりにトンネル内に清浄な窒素ガス等を封入して、トンネル隔壁
に対して搬送台を非接触状態で走行せしめる磁気浮上搬送装置も提案されている。
例えば、特開昭 61－ 295926号公報、特開平１－ 299119号公報によれば、搬送台を真空に保
持された高清浄度環境の隔壁内の搬送路に沿って、磁気浮上した状態で走行移動させる磁
気浮上真空搬送装置が開示されている。又、特開昭 63－ 194502号公報、実開平１－ 134998
号公報等によれば、上述とは逆に、搬送路に列設された浮上用電磁石、変位センサ及び走
行に必要なリニアモータ等をトンネル（キャン）内に収納し、トンネル（キャン）外側の
真空（清浄雰囲気）中を搬送台を走行させる、トンネル内部に発塵等の可能性のある部材
を収納するタイプの磁気浮上真空搬送装置が開示されている。
尚、特開昭 53－ 34272号公報、特開昭 61－ 277303号公報、特開平４－ 75404号公報、実開昭
59－ 146326号公報等によれば、搬送台（可動体）を搬送路に沿って列設された浮上用電磁
石の磁気吸引力により吊り上げ、搬送路から浮上した状態で走行させる磁気浮上搬送装置
が開示されている。
しかしながら、例えば特開昭 61－ 295926号公報に開示される真空トンネル（隔壁）内の搬
送台を隔壁外の浮上用電磁石により吊上げ走行させる磁気浮上搬送装置においては、搬送
台に永久磁石を取り付ける必要があり、又、隔壁断面を複雑な構造にしなければならなか
った。このため、搬送台を構成する各種部品及び隔壁自体から種々のガスが放出されたり
微粒子が発生するため、高真空度を得難く、被搬送物を汚染させるという問題点があった
。
また、トンネル内部に窒素ガスを流して清浄空間を作る場合には、従来はトンネル内部に
浮上用電磁石、リニアモータ等を配置していたが、この場合には、電磁石コイルの隙間等
に付着した粒子を清浄で完全に取り除くことが難しいため、これら粒子がそのままトンネ
ル内部に放出されてしまうという問題点があった。また、コイルの断線等で、電磁石のコ
イルを交換するためには、トンネル内部に配置されているため、多大な労力を要するとい
う問題点があった。
又、上述のいわゆるトンネル内部に発塵等の可能性のある部材を収納するタイプの磁気浮
上真空搬送装置では、トンネル（キャン）内の浮上用電磁石、変位センサあるいはリニア
モータ等に制御電流を供給するケーブルをトンネル（キャン）外の真空等の高清浄度雰囲
気中に出さねばならず、ケーブル処理上の問題点、トンネル（キャン）内の構成部品のメ
ンテナンス上の問題点等が発生してしまう。
本発明は、上述の事情に鑑みなされたもので、浮上用電磁石、リニアモータ及び変位セン
サ等をトンネルの外側に配置し、トンネル内を走行する搬送台を単純な構造、いわゆるキ
ャン化構造としてガス等の発生を防止すると共にトンネル断面積を小さくし、トンネル内
の高清浄度を達成すると共に、良好な浮上制御又は走行制御を行うことのできる磁気浮上
搬送装置を提供することを目的とする。
又、半導体製造工程では、リソグラフィ、各種被膜の成長、拡散等の多様な処理設備が配
備されており、これら各種処理設備間をトンネルで接続し、高清浄度（高真空）雰囲気中
で半導体ウエハ等を搬送しなければならない。
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このため、トンネルは分岐を有し、分岐点では搬送台はトンネル内を浮上したまま非接触
で主搬送路から分岐搬送路に方向転換して浮上走行することのできる実用的な磁気浮上搬
送装置を提供することを目的とする。
発明の開示
本発明の第１の態様は、隔壁で形成されたトンネルと、該トンネル内に配置された搬送台
と、該搬送台を非接触状態にて浮上支持する複数の浮上用電磁石と、前記搬送台を走行移
動させるリニアモータと、前記搬送台の垂直方向距離を検出する変位センサとを備えた磁
気浮上搬送装置において、前記浮上用電磁石、リニアモータ及び変位センサを前記トンネ
ルの外側に配置するとともに前記浮上用電磁石、リニアモータ及び変位センサを前記隔壁
を貫通してトンネル内にその一部が露出した薄肉の容器状の収納部材に収納したトンネル
の構造に関するものである。
本発明の第２の態様は、隔壁で形成された略直交方向の分岐路を有するトンネルと、該ト
ンネル内を浮上して走行し被搬送物を搬送する搬送台と、該搬送台を非接触状態にて浮上
支持する前記トンネルの隔壁上部に磁極が少なくとも２列列設された浮上用電磁石と、前
記搬送台を非接触状態にて走行させる前記トンネルの隔壁下部に磁極が少なくとも１列列
設されたリニアモータを構成する電磁石と、前記搬送台の浮上位置を検出する前記トンネ
ルの隔壁下部に少なくとも２列列設された変位センサと、該変位センサの出力値に基づい
て前記浮上用電磁石の励磁電流の制御を行う制御回路とからなり、前記搬送台はその上面
の外周に前記２列の浮上用電磁石の磁極に対応した２本の平行な磁性材片と、該磁性材片
に直交した２本の平行な磁性材片とを備え、その下面に、前記リニアモータを構成する電
磁石の磁極に対応した導電材を備えたことを特徴とする搬送路及び搬送台の構造に関する
ものである。
【図面の簡単な説明】
第１図乃至第３図は、本発明の第１実施例に係る磁気浮上搬送装置を示すものであり、第
１図はトンネルの構造を示す断面図であり、第２図は浮上用電磁石と薄肉キャップとの関
係を示す拡大断面図であり、第３図は変位センサと薄肉キャップとの関係を示す拡大断面
図である。
第４図乃至第６図は、本発明の第２実施例に係る磁気浮上搬送装置を示すものであり、第
４図はトンネルの構造を示す断面図であり、第５図は第４図の平面図であり、第６図は第
５図の要部拡大断面図である。
第７図乃至第 16図は、本発明の第３実施例に係る磁気浮上搬送装置を示すものであり、第
７図は搬送路と搬送台の構造を示す断面正面図であり、第８図は第７図の磁性材料製板状
部材 20と浮上用電磁石４の磁極との相対位置関係を説明する部分拡大正面図である。第９
図は第７図及び第８図に示す搬送装置に用いられる搬送台の斜視図であり、第 10図は略直
交方向の分岐を有するトンネルの分岐点における浮上用電磁石の磁極面の配置を示す説明
図である。第 11図は搬送台上面に固着された磁性材の構造を説明するものであり、（Ａ）
は浮上用電磁石の磁極面との関係を示す平面図、（Ｂ）は側面図、（Ｃ）は磁性材の斜視
図である。第 12図は搬送台上面に固着された磁性材の構造を説明するものであり、（Ａ）
は浮上用電磁石の磁極面との関係を示す平面図、（Ｂ）は側面図、（Ｃ）は（Ｂ）の部分
拡大図である。第 13図は溝を有する磁性材の構造を説明するものであり、（Ａ）は磁性材
の形状を示す平面図、（Ｂ）は浮上用電磁石のコの字形の磁極との位置関係を示す側面図
、（Ｃ）は（Ｂ）の拡大図である。第 14図、第 15図、第 16図は本実施例の搬送台上面に固
着された磁性材の各種形状を示す斜視図である。
第 17図乃至第 24図は、本発明の第６実施例に係る磁気浮上搬送装置を示すものであり、第
17図は分岐点における搬送路の構造を示す平面構造図であり、移動方向の切換え前の状態
を示している。第 18図は第 17図に示す搬送路の立面構造図であり、第 19図は第 17図の部分
拡大斜視図であり、搬送台が主搬送路を走行している状態を示している。第 20図は第 17図
の部分拡大斜視図であり、搬送台が分岐点に位置している状態を示している。第 21図は制
御系のブロック図であり、第 22図は浮上用電磁石の作動／非作動の磁極を切り換える手順
を示す説明図である。第 23図及び第 24図（Ａ）、（Ｂ）は浮上用電磁石のゲインの制御を
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示す説明図であり、横軸は磁極切換時間を、縦軸はゲインの値をそれぞれ示している。
第 25図乃至第 30図は、本発明の第７実施例に係る磁気浮上搬送装置を示すものであり、第
25図は搬送路に沿った断面図であり、第 26図は磁気浮上搬送装置の制御系のブロック図で
あり、第 27図は従来の浮上用磁極の切換のシーケンスの説明図であり、第 28図は従来の磁
極の切換えの説明図であり、第 29図は本発明に係る磁極の切換の説明図であり、第 30図は
本発明の他の実施例の磁極の切換えの説明図である。
第 31図乃至第 33図は、本発明の第８実施例に係る磁気浮上搬送装置を示すものであり、第
31図は制御系のブロック図であり、第 32図は着地時のオフセット電圧の時間特性を示す特
性図であり、第 33図は浮上時のオフセット電圧の時間特性を示す特性図である。
第 34図は、本発明の第９実施例に係る磁気浮上搬送装置を示すものであり、受動ダンパを
備えた浮上用電磁石の部分断面側面図である。
第 35図乃至第 36図は、本発明の第 10実施例に係る磁気浮上搬送装置を示すものであり、第
35図は搬送路及び搬送台の構造を示す断面図であり、第 36図はその平面図である。
第 37図乃至第 38図は、本発明の第 11実施例に係る磁気浮上搬送装置を示すものであり、第
37図は鉛直方向の搬送路を備えた搬送路構造の断面説明図であり、第 38図はテーブル部と
搬送台の構造の詳細を示す説明図である。
第 39図乃至第 41図は、本発明の第 12実施例に係る磁気浮上搬送装置を示すものであり、第
39図はトンネルとプロセス処理装置との接続の説明図であり、第 40図は他の実施例のトン
ネルとプロセス処理装置との接続の説明図であり、第 41図は従来のトンネルとプロセス処
理装置との接続の説明図である。
発明を実施するための最良の形態
本発明をより詳細に説述するために、添付の図面に従ってこれを説明する。以下の実施例
の説明においては、トンネルを内部が真空状態に保持されたトンネルとして説明するが、
トンネル内に清浄な窒素（ N2）ガス等の気体を流す事によって、外部から隔離された清浄
空間を実現する場合にも本発明は適用可能である。
（第１実施例）
以下、本発明に係る磁気浮上搬送装置の第１実施例を第１図乃至第３図を参照して説明す
る。第１図において、磁気浮上搬送装置は、隔壁２によって形成され内部が真空状態に保
持されたトンネル１と、トンネル１内に配置された搬送台３とを備えている。トンネル１
の上部には左右に搬送台３を非接触状態にて浮上支持する浮上用電磁石 4,4が配設されて
いる。これら浮上用電磁石 4,4は大気側に設けられるとともにそれぞれ薄肉の容器状の収
納部材を構成する薄肉キャップ 5,5に収納されている。薄肉キャップ５は隔壁２を貫通し
てその底部がトンネル１内に露出して配置されている。
第２図は浮上用電磁石４（コイルは省略している）及び薄肉キャップ５の詳細を示す図で
あり、薄肉キャップ５はその上部にフランジ部 5aを有しており、このフランジ部 5aによっ
て隔壁２にボルト 10によって固定されている。そして、隔壁２とフランジ部 5aとの間には
Ｏリング 11が介装され、トンネル１内の真空をシールするようになっている。また薄肉キ
ャップ５の底部 5bは浮上用電磁石４の磁力を妨げないように薄肉（ｔ＝１～ 2mm）に形成
されている。そして、薄肉キャップ５の材料は、セラミックスなどの非金属材料または常
磁性で電気抵抗がアルミと比べて大きい金属材料、例えばステンレススチール（ SUS304）
を用いる
一方、トンネル１の下部には、搬送台３を走行移動させるリニアモータを構成する電磁石
６が配設されている。リニアモータの電磁石６は大気側に設けられるとともに薄肉の容器
状の収納部材を構成する薄肉キャップ７に収納されている。薄肉キャップ７は隔壁２を貫
通してその頂部がトンネル１内に露出して配置されている。また薄肉キャップ７の材料は
、セラミックスなどの非金属材料または常磁性で電気抵抗がアルミと比べて大きい金属材
料、例えばステンレススチール（ SUS304）を用いる。
また、トンネル１の底部には、左右に変位センサ８が配置されており、この変位センサ８
は隔壁２を貫通してトンネル１内にその頂部が露出した薄肉の容器状の薄肉キャップ９に
収納されている。変位センサ８は渦電流センサからなり、薄肉キャップ９は渦電流センサ
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のセンシング作用を妨げないようにセラミックスによって形成されている。第３図は変位
センサ８と薄肉キャップ９の詳細を示す図であり、薄肉キャップ９はフランジ部 9aを有し
、このフランジ部 9aと隔壁２との間にはトンネル１内の真空をシールするためのＯリング
11が介装されている。そして、薄肉キャップ９の頂部 9bの肉厚は薄肉（ｔ＝１～ 2mm）に
設定されており、変位センサ８と搬送台３との距離が変位センサ８のセンシング範囲内に
入るようにしている。
図示はされていないが、浮上用電磁石４、リニアモータの電磁石６及び変位センサ８は、
搬送台進行方向（図１の紙面に垂直な方向）に等間隔にて列設されている。そして、電磁
ブレーキを構成する電磁石（図示せず）が搬送台３が停止するべき位置に設けられている
。
前述のように構成された磁気浮上搬送装置によれば、変位センサ８は該センサから搬送台
３までの垂直方向距離を検出し、検出結果を図示しない浮上制御回路へ出力する。この浮
上制御回路は変位センサ８からの出力に応答して、浮上用電磁石４に供給される励磁電流
を増減し、搬送台３に作用する磁気的吸引力を制御する。以て搬送台３を鉛直方向に非接
触にて安定して浮上させることができる。そして、リニアモータの電磁石６により搬送台
３下面に備えられた導電材（図示しない）に渦電流を生ぜしめ、進行方向（図１の紙面に
垂直な方向）に付勢し走行せしめる。
本実施例によれば、浮上用電磁石４、リニアモータ６及び変位センサ８がトンネル１の隔
壁外側に配設されており、かつ浮上用電磁石４、リニアモータ６及び変位センサ８は、そ
れぞれ隔壁２を貫通してトンネル１内にその一部が露出した薄肉の容器状の薄肉キャップ
5,7,9に収納されている。したがって、トンネル１内には搬送台３以外の構成部品が配置
されていないため、トンネル１内でのガスの発生が抑えられるとともに微粒子の発生が抑
えられ、被搬送物の汚染が防止される。また本実施例によれば、トンネル１内でのガスの
発生が抑制できるため、高真空が達成できる。
尚、上記実施例の説明においては、薄肉キャップと隔壁との間をシールするためにＯリン
グを用いたが、薄肉キャップと隔壁との間にメタルシールを介装してもよいし、また薄肉
キャップを隔壁に溶接してトンネル内の真空をシールすることもできる。
また、浮上用電磁石、リニアモータ及び変位センサをトンネルの外側に配置したため、コ
イルや変位センサのメンテナンスの容易化を図ることができる。しかも、これらの部品の
メンテナンスを真空を保持したままで行うことが可能となる。
（第２実施例）
以下、本発明に係る磁気浮上搬送装置の第２実施例を第４図乃至第６図を参照して説明す
る。第４図は磁気浮上搬送装置のトンネル構造（Ａ）、（Ｂ）を示す縦断面図であり、第
５図はその平面図である。第４図（Ａ）、（Ｂ）に示されるように、磁気浮上搬送装置は
隔壁で形成され、内部が真空状態に保持されたトンネル１と、このトンネル１内に配設さ
れた搬送台３とを備えている。
トンネル構造（Ａ）では、トンネル１の隔壁は左右隔壁 13,14と上下隔壁 15,16とから構成
されている。上下隔壁 15,16は，それぞれ真空側に設けられた真空シールド用のステンレ
ス鋼板（ SUS304系）からなる薄肉プレート 15a,16aと、大気側に設けられた薄肉プレート 1
5a,16aを補強するための剛性を有した厚肉のステンレス鋼板の補強板 15b,16bとから構成
されている。左右隔壁 13,14は、厚肉のアルミ板から構成されている。薄肉プレート 15a,1
6aの板厚ｔは 1mm程度に設定されている。
トンネル構造（Ｂ）では、真空トンネル１の隔壁は、真空側に設けられたステンレス鋼板
からなる薄肉プレート 13a,14a,15a,16aと、大気側に設けられた剛性を有した厚肉のアル
ミ材の補強板 13b,14b,15bとから構成されている。薄肉プレート 13a,14a,15a,16aは相互に
溶接又はロー付けにより気密封止されている。補強板 15bと 13b,14bとは二つ割れした構造
となっており、相互に接着剤又はボルトにより締結されている。
トンネル構造（Ａ）では、前記上下隔壁 15,16と左右隔壁 13,14との間には真空シール用の
Ｏリング 11が介装されている。また上下隔壁 15,16と左右隔壁 13,14とはボルト 10によって
締結されている。
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また、第６図に示されるように、薄肉プレート 15aにはアンカーボルト 10aが溶接によって
固着されており、このアンカーボルト 10aにナット 10bを螺合することにより薄肉プレート
15aと補強板 15bとは一体に締結されている。そして、上部隔壁 15を構成する薄肉プレート
15aと補強板 15bとは前記アンカーボルト 10a以外の箇所で接着によって一体化されている
。一方、下部隔壁 16を構成する薄肉プレート 16aと補強板 16bとは接着によって一体化され
ている。
前記上部隔壁 15には左右に搬送台３を非接触状態で浮上支持する浮上用電磁石 4,4が搬送
台の進行方向に等間隔に列設されている（第５図参照）。浮上用電磁石４の磁極 4aは補強
板 15bを貫通して薄肉プレート 15aに隣接するように配設されており、コイル 4bは補強板 15
bの外側に配設されている。
また下部隔壁 16には搬送台３を走行移動させる電磁石から構成されるリニアモータ６が配
設されている。リニアモータ６は搬送台の進行方向に等間隔に配置されている。リニアモ
ータ６の磁極 6aは補強板 16bを貫通して薄肉プレート 16aに隣接するように配設されており
、コイル 6bは補強板 16bの外側に配設されている。また、下部隔壁 16には搬送台３の垂直
方向距離を検出する変位センサ８が配設されている。
第４図（Ａ）又は（Ｂ）に示す搬送装置の作動に際しては、先ず図示しない制御回路によ
り浮上用電磁石４が励磁され、薄肉プレート 16aを介して、磁性材（図示せず）が上面に
配置された搬送台３に磁気吸引力を作用せしめて搬送台３を浮上させる。そして、搬送台
３の浮上量は変位センサ８により薄肉プレート 15aを介して検出されて、該センサ８の出
力に対応して浮上用電磁石４に供給される励磁電流が制御される。これにより、搬送台３
の浮上量が目標浮上位置に制御される。そして、浮上用電磁石４により搬送台３を浮上状
態にて保持し、リニアモータ６により搬送台３を進行方向（図１の紙面に垂直な方向）に
付勢し走行させる。
本実施例によれば、トンネルの少なくとも上下面の隔壁を真空シールド用の薄肉プレート
とこの薄肉プレートを補強する補強板とにより構成し、これら薄肉プレートと補強板とを
接着やボルトナット等により接合するようにしたため、隔壁が剛性に優れトンネルの変形
を最小限に抑えることができる。しかも、トンネルの隔壁を２ピースで構成することによ
り、部品特性に合った加工ができ、加工が容易となり製作コストの低減を図ることができ
る。またＯリングの数量を最小限に抑えることができ、高真空を実現できる。
（第３実施例）
以下、本発明に係る磁気浮上搬送装置の第３実施例である搬送路と搬送台の構造を第７図
乃至第 16図を参照して説明する。
第７図は、搬送路と搬送台の断面構造を示すものであり、搬送台３はステンレス鋼等の非
磁性材料製の隔壁２で包囲されたトンネル内を走行する。そして、隔壁２の天井部である
隔壁上板 15には、浮上用電磁石４が左右の２列に列設されている。一方、隔壁２の下側に
は、変位センサ８、及びリニアモータを構成する電磁石６が列設されている。
搬送台３の外郭部材 19はアルミニウム製であり、該アルミニウム部材 19はリニアモータ６
と対向する搬送台の下面部分で二次導体（導電体）を構成する。そのため、搬送台３は第
７図の紙面に向かって垂直方向に付勢される。
搬送台３の外郭部材 19の上面には磁性材料製板状部材（磁性材） 20が設けられ、第８図に
示すように、該磁性材 20は浮上用電磁石４の磁極の幅 Wpと等しい幅寸法で形成されている
。そして、浮上用電磁石４の磁極の位置に対して、案内方向（第８図の矢印Ｈ方向）にお
いて搬送台３の両端側（第８図の矢印Ｈ方向外側）へ距離ａだけ偏寄させて配置してある
。但しａは零でもよい。
再び第７図において、搬送台３下方の浮上用電磁石４に相対して配置された変位センサ８
は、該センサから搬送台３の下面までの垂直方向距離を検出し、検出結果を図示しない浮
上制御回路へ出力する。該浮上制御回路は変位センサ８からの出力に応答して、浮上用電
磁石４に供給される励磁電流を増減し、搬送台上面の磁性材料製板状部材 20に作用する磁
気的吸引力を制御する。以て搬送台３を鉛直方向に吊上げ、隔壁から非接触にて安定して
目標位置に浮上させることができる。

10

20

30

40

50

(6) JP 3544208 B2 2004.7.21



浮上用電磁石４に電流が供給され、磁性材料製板状部材 20に電磁石 20からの磁気吸引力が
作用する際に、磁性材 20と浮上用電磁石４の磁極面とが上記のような相対位置関係にある
ため、該磁性材 20には搬送台３の中心に向かう力が作用する。その結果、搬送台３は受動
的に案内方向（第８図に示すＨ方向）に位置決めされるのである。
第７図から明らかなように、搬送台３の外郭部材 19の側部には搬送台開口部３－０が形成
され、一方、隔壁２の側部には隔壁開口部２－０が形成され、被搬送物を出し入れするこ
とができるようになっている。なお、磁性材料製板状部材 20、搬送台３及び搬送台開口部
３－０の位置関係については、第９図においてその一例が示されている。
なお、第７図の実施例において、変位センサ８は渦電流型でありアルミ板からなる搬送台
下面に生じる渦電流から、搬送台下面の鉛直方向位置を検出するものである。そして、隔
壁２の電磁気的影響を避けるため、例えばセラミック製の非導電材料製センサキャップを
介装して配置されている。そして、符号 46は非常用車輪を示している。
第７図において、浮上用電磁石 4,4の中央には電磁石から構成される電磁ブレーキ 18が設
けられている。該電磁ブレーキを構成する電磁石 18は、搬送台３上面中央に固定されたブ
レーキターゲット（図示せず）と共磁路を形成し、磁気吸引力により搬送台３の位置決め
を行う。
ここで、搬送台３内には載置部材 21が設けられ、該載置部材 21は被搬送物である半導体ウ
ェハ 22等が移動中に破損しないように拘束している。
図示はされていないが、左右に配設された浮上用電磁石４、下面のリニアモータ６、浮上
用電磁石に対応して下面に配置される変位センサ８は、搬送台進行方向（紙面に垂直な方
向）に等間隔にて列設されている。そして、電磁ブレーキ 18は搬送台３が停止するべき位
置にのみ設けられている。第７図で示す位置は停止位置、すなわち搬送されたウェハ 22に
所定の処理を施す施設が存在する箇所であるが、搬送台３が停止しない途中箇所には電磁
ブレーキ 18は設けられていない。そして、隔壁２も進行方向（紙面に垂直な方向）に延び
た形状となっている。
作動に際しては、浮上用電磁石 4,4により搬送台３を浮上状態にて保持しつつ、リニアモ
ータ６により進行方向に非接触で付勢、走行せしめる。そして、停止箇所において電磁ブ
レーキ 18により停止し、ロボットアーム（図示せず）等を使用して、隔壁開口部２－０、
搬送台開口部３－０を介して、ウェハ 22の出し入れ作業が行われるのである。
第９図に示すように、搬送台３の外郭部材 19の上面にはロの字形の形状の磁性材料製板状
部材 20が固設されている。そして、搬送台３の外郭部材 19の側部には搬送台開口部３－０
がその四面に設けられている。
磁性材料製板状部材 20は、第 14図（Ａ）、（Ｂ）に示すような、２列に列設された浮上用
電磁石の磁極面に対応した、２本の平行な磁性材片 20xと、該磁性材片に直交した２本の
平行な磁性材片 20yとから構成される。
第 10図は、搬送路が直角方向に分岐しているトンネルの分岐点を示している。このような
分岐点においては、移動方向Ｍ及びＰに沿ってトンネル１が分岐しており、２列の浮上用
電磁石４がそれぞれ主搬送路及び分岐搬送路に沿って列設されている。搬送台３はその上
面に搬送方向及びその直交方向の磁極面に対応した２本の平行な磁性材片及びその直交方
向の２本の平行な磁性材片からなる磁性材料製板状部材 20を備えていることから、移動方
向ＭからＰ、或いはＰからＭへ浮上したまま方向転換することが可能である。
このように搬送台３の上面に第９図に示すようなロの字形の磁性材料製板状部材 20を固設
すると、搬送台を走行させるリニアモータも移動磁界を生成する電磁石であるので、仮に
リニアモータを上部隔壁の中央部に配置すると磁性材料製板状部材 20に磁気吸引力を及ぼ
すこととなり好ましくない。また、空間使用率やリニアモータの及ぼす推力の安定性を考
慮すると、搬送台中心に対応する配置が好ましい。そこでリニアモータ６は必然的に下部
隔壁の中央部分に配置される。
変位センサ８は渦電流センサ又は誘導型センサであり、鉛直方向の検出対象である搬送台
下面のターゲットとの隙間が小さくなる方が、感度、直線性が良い。そして、搬送台は下
方（重力方向）に落ちる時に正しく制御される必要がある。従って、変位センサ８を隔壁
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２のトンネル下面に配置することによって、より精度の高い搬送台の鉛直方向位置制御が
可能となる。また、変位センサを隔壁上部に配置するとすれば、浮上用電磁石の磁極間に
配置しなければならなくなり、このように配置するとその分磁極幅を大きくしなければな
らず、浮上用電磁石を大型化するという問題が生じる。それ故、変位センサ８は隔壁２の
下面の浮上用電磁石に対応した下方位置に配置されることが好ましい。電磁ブレーキを構
成する電磁石 18は、残ったスペースである隔壁２の天井板 15の浮上用電磁石４の間に配置
され、第７図に示すような全体としてバランスのとれたコンパクトな搬送路を構成する部
材が配置される。
次に搬送台上面に備えられた磁性材料製板状部材（磁性材） 20について詳細に説明する。
第 11図（Ａ）は、浮上用電磁石の磁極面４と搬送台上面の磁性材 20との搬送路の分岐点に
おける位置関係を示している。ロの字型の磁性材 20が固設された搬送台は、搬送台が移動
する主搬送路、分岐搬送路に沿って列設された、浮上用電磁石の磁極面 4a,4bの磁気吸引
力によって浮上保持され、リニアモータ（図示しない）により駆動され隔壁から非接触で
トンネル中を走行移動する。第 11図（Ａ）は、搬送路の分岐場所を示しており、移動方向
Ｍの主搬送路と、移動方向Ｐの分岐搬送路とが交差している。第 11図（Ｃ）は、搬送台３
に固設される磁性材 20の斜視図であり、磁性材 20の一辺の幅 Wa ,Wbは、それぞれ電磁石の
磁極の幅Ｗと概ね同じ幅で構成されている。
第 11図（Ｂ）は、第 11図（Ａ）の側面図であり、搬送台が浮上用電磁石により浮上保持さ
れた状態を説明するものである。搬送装置の本体フレームには浮上用電磁石が列設されて
おり、電磁石の磁極面 4a,4bは、搬送台の上面に固設された磁性材 20に対向するように配
置されている。浮上用電磁石は、それぞれコの字形の磁極を有しており、第 12図（Ｃ）の
部分拡大図に示すように電磁石の磁極面より図示しない隔壁及び空隙を介して、磁性材 20
を通る閉磁路（磁束Φ）が形成される。従って、磁極面 4a,4bの端部と磁性材 20の一辺の
端部間には磁気剪断力Ｂが生じ、搬送台を受動的に磁気的中心に案内するいわゆる案内剛
性が発生する。
第 12図（Ａ）は、搬送台上面に固設された磁性材 20と、電磁石の磁極面 4bとの位置関係の
一例を示す上面図であり、電磁石の磁極面 4bが、斜線で示すように磁性材 20のコート部分
に位置している場合を示す。第 12図（Ｂ）は、その AA′線に沿った断面図である。電磁石
が励磁されると、図中Ｂ′で示される２ヶ所の部分が磁極 4b及び磁性材 20の端部となり、
そこで磁気剪断力Ｂが発生し、移動方向Ｐに走行する搬送台３は磁気的中心に案内される
。
係る口の字形の磁性材が固設された搬送台は、第 11図に示すように移動方向Ｍの主搬送路
に沿って走行し、移動方向Ｐの分岐搬送路との交差点で図示しない電磁ブレーキにより停
止する。この交差点で搬送台を浮上保持する磁極面 4aより 4bに切替え、図示しないリニア
モータ等の走行手段によりＰ方向に駆動することにより分岐搬送路に沿って移動方向Ｐに
走行する。以上は、移動方向ＭからＰへの方向転換であるが、その逆も勿論可能である。
即ち、口の字形の磁性材を固設した搬送台では、その移動方向を浮上保持する電磁石の属
する搬送路を切替えることによって方向転換を容易に行うことが可能となる。この浮上保
持する電磁石の切換方法については、第６実施例において詳述する。
（第４及び第５実施例）
第 13図、第 15図乃至第 16図は、本発明の第４及び第５実施例の磁気浮上搬送装置を示すも
のである。第 13図（Ａ）は磁性材 20bの形状を示す平面図である。ロの字型の磁性材 20は
４辺を構成する部材 20b1と、４コーナを構成する部材 20bsに分かれており、分かれた部材
間にはそれぞれ隙間ｄを有する。即ち、磁性材 20bは、凸状部である４辺の部材 20b1と、
４コーナの部材 20bsとから構成されており、それぞれの部材間には溝である隙間ｄを有し
、この隙間（溝）ｄは、搬送台の移動方向及びその直交方向に形成されている。
４辺の部材 20b1には、それぞれその中央部の搬送台の移動方向及びその直交方向に凹部（
溝） 24を備えており、４コーナの部材 20bsにも、それぞれ中央部に凹部（溝） 24を備えて
いる。
第 13図（Ｂ）は、浮上用電磁石の磁極と磁性材の位置関係を示す側断面図であり、（Ｃ）

10

20

30

40

50

(8) JP 3544208 B2 2004.7.21



は、その部分拡大断面図である。浮上用電磁石 4a,4bは、図示するような断面コの字形の
磁極を備えており、磁極面は 4b1と 4b2に分離されている。磁束Φは、図示するように磁極
4b1から磁性材の凸部 2b11又は 2bs1を通り、溝 24の下を通って凸部 2b12又は 2bs2を通って
、磁極 4b2を通る閉ループが形成される。４辺の磁性材及び４コーナの磁性材はそれぞれ
中央部に凹部（溝） 24を有し、且つ隣接材との間に隙間ｄを有することから、断面コの字
形の磁極を有する１個の電磁石に対して、符号Ｄで示す４ヶ所で磁気剪断力が発生する。
従って、搬送台を受動的に磁気的中心に案内するいわゆる案内剛性は、第１の実施例と比
較して大幅に増加する。尚、本実施例においても、略口の字形の磁性材 2bであるので、搬
送路の分岐点で容易に方向転換できることは勿論である。
第 15図及び第 16図は、磁性材 20の変形例である。それぞれ、磁性材の４辺又は４コーナに
は凹部（溝） 24又は隙間ｄが設けられている。これらの凹部 24又は隙間ｄはその部分で浮
上用電磁石の断面コの字形の磁極の磁極面との間に磁気剪断力が発生し、磁気求心力によ
り、搬送台を受動的に磁気的中心に案内するいわゆる案内剛性が高められる。又、これら
の変形例においても、略口の字形の磁性材であるので、搬送路の分岐点で容易に方向転換
できることは勿論である。
（第６実施例）
以下、本発明に係る磁気浮上搬送装置の第６実施例である略直交方向の分岐路を有する分
岐点における搬送台の方向転換動作について第 17図乃至第 24図を参照しながら説明する。
第 17図及び第 18図に示すように、本発明に係る磁気浮上搬送装置は、多数の浮上用電磁石
４が列設され、分岐点２で主搬送路 23aから分岐搬送路 23b,23cに分岐された搬送路 23と、
浮上用電磁石４の磁力により浮上支持され、搬送路 23に沿って、図示されていないリニア
モータから発生する推進力によって隔壁で仕切られたトンネル（図示しない）内を移動す
る搬送台４と、分岐点 26において搬送台４の移動方向を転換する切換手段 25とを備えてい
る。この切換手段 25は、分岐点 26において複数（この図では４個）の主搬送路の方向に列
設された作動状態の浮上用電磁石４にこれと同数の搬送方向の異なる方向に配設された浮
上用電磁石４をそれぞれ隣接配置するとともに、搬送台３が一方の搬送路（例えば主搬送
路 23a）から分岐点 26に到着した時に作動状態の一方の浮上用電磁石（例えば電磁石 4x）
から非作動状態の他方の浮上用電磁石（例えば電磁石 4y）に徐々に切換えるようになって
いる。
搬送台３の搬送路 23において、主搬送路 23aは主搬送方向Ｃに向けて配設され、また、分
岐搬送路 23b,23cはこの主搬送方向に対して例えばＴ字状又は十字状に直交する方向 D,Eに
向けて配設されている。なお、分岐搬送路 23b,23cはいずれか一方のみでもよく、また主
搬送方向Ｃに対して分岐搬送路 23b,23cの方向は直交に限られないが、直交以外では浮上
用電磁石を直交方向に対してずらして列設することになるため、概ね 90゜の角度が適当で
ある。
本実施例における搬送装置は、第 17図乃至第 19図に示すように、搬送路 23の本体フレーム
27の下面に、磁気軸受を構成し浮上磁極とも呼ばれている左右一対の多数の浮上用電磁石
４を、搬送方向 C,D,又はＥに対して所定のピッチで列設している。一次側をなす電磁石４
はコイルと磁性体ヨークからなっており、また、搬送台３の本体の上面の周縁部には、浮
上用ターゲットとなるヨーク（継鉄）等により形成されて二次側をなす前実施例で詳述し
た磁性材 20が取付けられている。この磁性材 20は励磁された電磁石４の磁気吸引力により
搬送台３を非接触状態で浮上させるように、電磁石４の下方に図示しないトンネルの隔壁
を介して位置している。上記一次側の電磁石４と二次側の磁性材 20とにより搬送方向 C,D,
Eに展開された磁気浮上装置列を構成している。
搬送台３の移動は、図示しないリニアモータによって非接触で駆動されることによって行
われる。搬送路 23には、リニアモータのステータ（電磁石）が、トンネルの隔壁下面に列
設されている。一方、搬送台３の下面には、アルミ板等の導電体が備えられており、リニ
アモータのステータが形成する空間移動磁界によって、搬送台３の下面の導電体には渦電
流が生じ、搬送台３は非接触で移動方向の推進力を受ける。
搬送路 23の浮上用電磁石４は、搬送台３の浮上保持に必要な箇所のみを作動状態とする。
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即ち、列設された電磁石４への電流を、搬送台位置検出信号に従って搬送台３の移動方向
に従って順次作動状態、非作動状態にして、浮上対象磁極を切換えて搬送台３の磁性材 20
への磁気吸引力を次々に生成させることにより、搬送台３は搬送路隔壁の下面と所定のギ
ャップを保持しながら搬送方向 C,D,Eに走行する。尚、搬送台の走行に伴う浮上用電磁石
の切換動作については次の第８実施例で詳述する。
次に、分岐点 26においておこなわれる切換手段 25のハード的な構成について第 20図により
説明する。分岐点 26において、図示しないトンネルの隔壁上面には、主搬送路 23aの浮上
用電磁石４と同一の方向を向いて規則的な列状をなす主搬送路方向に列設された電磁石 4x
と、分岐搬送路 3b,3cの浮上用電磁石４と同一の方向を向いて規則的な列状をなす分岐搬
送路方向に列設された電磁石 4yとが、下方に磁極面を向けて取付けられている。また、両
電磁石 4x,4yは互いに直交する位置関係にあり、搬送方向転換のために行われる浮上用電
磁石の切換時の振動防止のために隣接配設されている。さらに、各浮上用電磁石 4x,4yの
直下位置には、搬送台３の浮上位置を検出するための変位センサ８が、トンネルの隔壁（
図示しない）に位置するように取付けられている。
第 21図は磁気浮上搬送装置の浮上用電磁石の制御系のブロック図である、浮上対象磁極の
切換え及び搬送台の浮上位置の制御について以下に、本ブロック図により説明する。
制御回路 28は、センサ８の出力値に基づいて、浮上用電磁石 4xの励磁電流を制御する閉ル
ープの制御回路である。搬送台３の浮上位置（変位）を検出するセンサ８の信号は、セン
サアンプ 31で増幅され、ゲインコントローラ 32で予め制御ユニット 29で設定される制御回
路 28のゲインが調整される。次に、浮上目標値コントローラ 33で、予め制御ユニット 29で
設定された浮上目標値と比較され、補償回路 34で閉ループの制御回路の位相が調整され、
電力増幅器 35で電力増幅され、浮上用電磁石 4xの励磁電流として印加される。浮上用電磁
石 4xには励磁電流に対応した磁気吸引力が生じ、搬送台３の磁性材ターゲットを吸引する
ことにより、浮上位置が制御される。
制御ユニット 29は、 A/D変換器 37、 D/A変換器 39、ゲイン・浮上目標値の制御信号発生器 40
、 CPU38を包括したものであり、浮上対象磁極の切換え制御を行う。センサ８の信号をセ
ンサアンプ 31で増幅後、 A/D変換器 37によりディジタル信号に変換して CPU38に取込むこと
により搬送台３の浮上対象磁極に対する位置が検出される。例えば、移動中の搬送台に対
して、ある浮上用電磁石が非作動状態から作動状態に移行するための搬送台位置検出信号
を与えることができる。ゲイン・浮上目標値の制御信号発生器 40は、制御回路 28のゲイン
コントローラ 32及び浮上目標値コントローラ 33に、それぞれ、制御回路 28のループゲイン
及び搬送台の浮上目標位置の信号を与える。従って、非作動状態の浮上用電磁石に対して
、ゲイン・浮上目標値の制御信号発生器 40にゲインを０からある設定値に（又は浮上目標
値を非作動状態に対応するある設定値から作動状態に対応するある設定値に）変化するこ
とによって、与えられたゲイン・浮上目標値で作動状態とすることができる。
第 26図に示すように、搬送台の進行方向に列設された浮上用電磁石と変位センサは、搬送
台の進行にともない進行方向に順番に切り替えられ、進行する搬送台を浮上保持する。セ
ンサアンプ８で浮上位置を検出して電力増幅器 35の励磁で目標位置に浮上制御する制御回
路は、本装置では８セット備えられており、２列に列設された電磁石の相隣接する４対を
制御する。制御対象となる電磁石対は、選択信号発生器 41からの信号で、スイッチ 42が閉
じられることによって選択される。
上記のように構成された搬送装置において、制御ユニット 29、制御回路 28からの制御信号
により主搬送路 23aの浮上用電磁石４が制御されると、第 17図乃至第 19図に示すように、
この浮上用電磁石４の励磁により発生する磁気吸引力により磁性材 20が吸引され、これに
より、搬送台３は浮上して、リニアモータによって付勢されて主搬送路 23aを矢印Ｃ方向
に移動し、やがて分岐点 26に到着する。搬送台３がさらに主搬送路 23aを直進走行する時
には、分岐点 26において行われる切換手段 25における主搬送路方向に列設された電磁石 4x
を浮上用電磁石４と同様に制御することにより、搬送台３は浮上したままこの分岐点 26を
通過してさらに前方の主搬送路 23aの電磁石４に乗り移り、主搬送路 23aの浮上用電磁石４
の磁力により浮上し、該電磁石を搬送台位置検出信号に従って切り換えることにより走行
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が続けられる。これに対して、分岐点 26で搬送台３の移動方向を主搬送路 23aの方向Ｃか
ら分岐搬送路 3b又は 3cの方向Ｄ又はＥに切換える場合には、切換手段 25を上記制御ユニッ
ト 29、制御回路 28により以下のように制御することとなる。
この切換えシーケンスを第 22図及び第 23図を参照しながら説明する。第 22図（Ａ）乃至（
Ｄ）の符号 I,III,1,3は主搬送路方向に列設された電磁石 4xの位置に、符号 I',III',1',3'
は分岐搬送路方向に列設された電磁石 4yの位置にそれぞれ対応している。
まず第 22図に示すように、搬送台３が分岐点 26に到着すると、記号 I,III,1,3で示す位置
にある主搬送方向の浮上制御対象の電磁石 4xの発生する磁気吸引力と案内剛性により、搬
送台３は浮上した状態を保ちながら非接触支持される（第 22図（Ａ）の状態）。
記号 III',1'の位置の電磁石 4yによるそれぞれの浮上制御系（ループ）について制御信号
発生器 40から浮上目標電圧を出力し、上記浮上制御系のゲイン（利得）を０に設定して、
開いていたスイッチ 42を閉じる。
そして記号 III',1'の位置の電磁石 4yによるそれぞれの浮上制御系（ループ）について制
御信号発生器 40を介してゲインを０からある作動状態となる設定値まであらかじめ設定さ
れた時間をかけて徐々に増加させて、上記電磁石 4yに徐々に電流を流し、電磁石 4yを作動
状態にさせながら、且つ、記号 III,1の位置の電磁石 4xによるそれぞれの浮上制御系（ル
ープ）について制御信号発生器 40を介して、ゲインをその作動状態の設定値から０まで、
ある設定された時間をかけて徐々に減少させた後、閉じていたスイッチ 42を開く（第 22図
（Ｂ），第 23図参照）。
次に、あらかじめ設定された待ち時間経過後、記号 I',3'の位置の電磁石 4yによるそれぞ
れの浮上制御系（ループ）について制御信号発生器 40から浮上目標電圧を出力し、上記浮
上制御系のゲイン（利得）を０に設定して、開いていたスイッチ 42を閉じる。
更に記号 I',3'の位置の電磁石 4yによるそれぞれの浮上制御系（ループ）について制御信
号発生器 40を介してゲインを０からある作動状態となる設定値まであらかじめ設定された
時間をかけて徐々に増加させて、上記電磁石 4yに徐々に電流を流し、電磁石 4yを作動状態
にさせながら、且つ、記号 I,3の位置の電磁石 4xによるそれぞれの浮上制御系（ループ）
について制御信号発生器 40を介して、ゲインをその作動状態の設定値から０まで、ある設
定された時間をかけて徐々に減少させた後、閉じていたスイッチ 42を開く（第 22図（Ｃ）
、第 23図参照）。
以上の切替えシーケンスを通じて、搬送台３は、位置 I',III',1',3'に配設され新たに浮
上対象磁極となった４個の電磁石 4yが生成する磁気吸引力により吊り上げられることとな
る（第 22図（Ｄ）参照）。上記の工程により、当初浮上対象磁極であった主搬送方向に列
設された電磁石 4xから、搬送台走行方向について約 90゜回転させた位置にある分岐搬送路
方向に列設された浮上用電磁石 4yに浮上対象磁極が切換わることとなり、搬送台３は、分
岐搬送路 23b又は 23cに従ってＤ方向又はＥ方向に移動する。本実施例では、分岐点 26の電
磁石 4x,4yのゲインを制御する場合に、第 22図に示すように、対角の位置関係にある電磁
石を組として、まず IIIから III'と１から 1'の組を同時に切換え、次に、Ｉから 3'と３か
ら I'の組を同時に切換える。切換えはゲインをクロスオーバさせて徐々に変化させている
ので、切換えの際に発生する搬送台３の振動を大幅に軽減させることができる。
上述の実施例では、作動状態の浮上用電磁石を非作動状態に、且つ非作動状態の浮上用電
磁石を作動状態に変化させる際に、制御ユニット 29を通じて、予め設定された変化時間に
従って、それぞれの制御回路のゲイン（利得）を徐々に変化させる制御手段について説明
した。同様に搬送台の浮上目標値となる浮上目標電圧を、制御ユニット 29によって徐々に
変化させることによっても、同様の効果が達成できる。又、制御回路のゲインを徐々に変
化させ、更に浮上目標値となるオフセット電圧を同時に徐々に変化させることによっても
、同様の効果が達成できる。更に、第 23図は変化時間 t0で、ゲイン又は浮上目標値となる
電圧を直線的に変化させているが、第 24図（Ａ），（Ｂ）に示すように、曲線的に変化さ
せてもよい。
また作動状態の浮上用電磁石を非作動状態に、且つ搬送方向の異なる方向に配設された非
作動状態の浮上用電磁石を作動状態に変化させる際に、最も隣接した非作動状態の電磁石
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と作動状態の電磁石を１組として切換える。上述の実施例は、 IIIから III'と１から 1'の
２組を同時に、次にＩから 3'と３から I'の２組を同時に切換えるシーケンスを採用してい
る。
しかしながら、この切換えの組合せは各種考えられる。例えば、まず IIIから III'、次に
１から 1'、次にＩから 3'、最後に３から I'という手順で切換えることが考えられる。この
ような切換える組のシーケンスを適宜選択できるように、制御ユニット 29にプログラムし
ておくことによって、切換え時の搬送台の振動の発生状況等を観察しながら最適の組合せ
を選択することが可能となる。
このように、本実施例では、浮上対象磁極を搬送台走行方向について約 90゜回転させた位
置にある切換え対象磁極に切換えているので、Ｔ字又は十字の移動が可能となる。また、
各磁極のゲインの制御をクロスオーバーしているので、切換の際に搬送台に及ぼされる振
動を効果的に抑えることが可能となる。
なお、これとは逆に、搬送台３を分岐搬送路 23b又は 23cから主搬送路 23aに搬送すること
も同様に容易にできる。
したがって、本実施例によれば、搬送台３の移動方向は、主搬送路 23a以外の任意の分岐
搬送路 23b又は 23cに方向転換することができ、搬送台３を水平面上において浮上した状態
のままいわゆる直交２自由度をもって移動させることができる。
（第７実施例）
以下、第７実施例である搬送台の走行に伴う、搬送台を吊り上げる浮上用電磁石の切換動
作について、第 25図乃至第 30図を参照して説明する。
第 25図は、前述の磁気浮上搬送装置の搬送路に沿った断面図である。搬送台３はリニアモ
ータ６によって駆動され、浮上用電磁石 41 ,42・・・によって浮上保持された状態で、図
示しない隔壁で仕切られたトンネル中を矢印の移動方向に走行する。この時、浮上用電磁
石 43 ,45は作動状態にあり、浮上用電磁石 41 ,42 ,44 ,46 ,47 ,48 ,49は非作動状態にある。そ
して、搬送台３の移動に伴って、これらの浮上用電磁石には励磁電流が供給され、その磁
極は非作動状態から作動状態へ、又、励磁電流が遮断され作動状態から非作動状態に切換
えられることによって移動する搬送台を浮上保持する。例えば、図示の状態から、搬送台
３が左方向に移動すると磁極 42 ,44が非作動から、作動状態に切換えられ、磁極 43 ,45が作
動から、非作動状態に切換えられる。
第 26図は、係る磁気浮上搬送装置の制御系のブロック図である。搬送台の浮上位置の制御
及び磁極の作動、非作動の切換え制御は、第 26図のブロック図に従って行われる。変位セ
ンサ 81 ,85・・・からの信号は、センサアンプ 31で増幅され、ゲイン設定器 32により制御
回路ループのゲインが調整される。そして、浮上目標電圧設定器 33により、あらかじめ与
えられた目標浮上位置となるように電圧が比較され、補償回路 34により位相等が調整され
、電力増幅器 35により電力増幅され、浮上用電磁石の磁極 41 ,45・・・に励磁電流を印加
する。本装置においては、センサアンプ 31から電力増幅器 35に到る制御回路は８セット（
電磁石は２列で列設されているので４対分）備えられており、浮上用電磁石 41 ,45・・・
に対応する１対分の制御回路のみが図示されている。浮上用電磁石 42 ,43 ,44 ,46 ,47・・・
は、それぞれ対応する図示しない制御回路によって制御される。この閉ループ制御回路に
おいて、搬送台の浮上目標位置、制御ループのゲインがゲイン・浮上目標電圧信号発生器
40からの信号により与えられる。これに対して、磁極の作動から非作動へ、又は、非作動
から作動への切換え動作は、変位センサ 81 ,82・・・等からの信号をセンサアンプ 31で増
幅後、 A/D変換器によってディジタル信号に変換して、制御ユニットに取込むことによっ
て行われる。即ち、変位センサ 81 ,82・・・等の信号から、搬送台３の移動を検出し、非
作動から作動状態に、或いは、作動から非作動状態に切換える位置選択信号を発生し、ゲ
イン・浮上目標電圧信号発生器 40により、制御回路のゲイン又は浮上目標電圧の信号をゲ
イン設定器 32、浮上目標電圧設定器 33に印加することによってそれぞれの磁極の作動、非
作動の励磁制御が行われる。
第 27図は、従来の浮上用磁極の切換えのシーケンスの説明図である。搬送台移動方向に複
数配置された浮上用磁極の作動している磁極を、搬送台移動に伴い搬送台移動方向の次に
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配置されている非作動の磁極に選択信号発生器 41、スイッチ群 42を通じて切換える。その
切換えの際に、ゲインを個々の磁極に関して設定値から０もしくは０から設定値に到達す
るまでの制御時間を搬送台の移動速度に応じた設定を行い、それぞれ個別に徐々に変化さ
せることにより磁極の作動から非作動、非作動から作動に移行することにより、浮上用磁
極を順次切換える。
第 28図（Ａ）は従来の磁極の非作動から作動に移行する動作の説明図である。この例では
、スイッチ群 42でスイッチを閉じ、制御時間 t1で、ゲインが０から設定値 V1（浮上目標値
VS 1から VS 2）に達することにより、非作動から作動状態に移行する。第 28図（Ｂ）は従来
の磁極の作動から非作動に移行する動作の説明図である。この例では、制御時間 t2で、ゲ
インが設定値 V2から０（浮上目標値 VS 2から VS 1）に達することにより、スイッチ群 42でス
イッチを開き、作動から非作動状態に移行する。このように、従来、磁極の非作動から作
動状態へ、或いは、作動から非作動状態への切換え動作は、搬送方向に配列された磁極毎
に個別に搬送台の移動に伴って行われていた。
しかしながら、係る磁気浮上搬送装置において、搬送路上を搬送台が滑らかに走行移動し
、搬送台の発進・停止をできる限りスムーズに行う必要があるが、その際に最も問題とな
るのは、浮上磁極の切換えにより搬送台そのものが振動してしまう現象である。よって、
搬送台に振動を及ぼす一原因である浮上用電磁石の磁極を切換える際のその作動から非作
動、或いは、非作動から作動に移行させる動作の問題点を解決し、搬送台を滑らかに走行
移動させることのできる浮上用電磁石の切換動作方法を開示するものである。
本実施例では、搬送台の移動方向に多数の浮上用電磁石が列設され、該搬送台の移動に伴
い作動磁極を切換えて、浮上移動中の搬送台を支持する磁気浮上搬送装置において、作動
から非作動又は非作動から作動に電磁石を順次切換える際に、移動方向に配列された少な
くとも１組の磁極について、作動から非作動への切換動作及び非作動から作動への切換動
作を同時に徐々に進行させるように制御している。
第 29図は、作動から非作動又は非作動から作動に浮上用電磁石を順次切換える際に、移動
方向に配列された相隣接する１組の磁極について、作動から非作動への切換動作及び非作
動から作動への切換動作を同時に徐々に進行させることを示している。第 26図において、
搬送台３が左方向に移動すると、磁極 42の変位センサ 82は、搬送台３の到達を検出する。
そして、第 29図に示すように、作動状態の磁極 43と、搬送方向に相隣接する非作動状態の
磁極 42とを同時に徐々に、それぞれ、作動から非作動状態へ、及び非作動から作動状態へ
切換える。この切換動作は、制御時間 t0の間に徐々に進行する。尚第 29図に示す切換動作
は直線的であるが、第 30図（Ａ），（Ｂ）に示すように、曲線的に行っても良い。
この浮上用電磁石の切換制御は、第 26図に示す制御系のブロック図において、ゲイン設定
器 32により制御回路のトータルのゲインを徐々に磁極 42について０から設定値 V2迄上昇及
び磁極 43について現在値 V1から０迄下降させることによって行われる。又、浮上目標電圧
設定器 33により、浮上目標電圧のパラメータであるオフセット電圧を、磁極 42について VS
1から設定値 VS 2迄上昇させると共に、磁極 43について現在値 VS 3から VS 4迄下降させること
を、同時に制御時間 t0で徐々に行ってもよい。更に、ゲイン設定器 32により制御回路のゲ
インを変化させ、次に、浮上目標電圧設定器 33の浮上目標値であるオフセット電圧を変化
させることを組合せて行うこともできる。
以上の説明は、非作動から作動状態に切換える磁極 42と、作動から非作動状態に切換える
磁極 43の搬送方向に配列された１組の磁極について、状態の切換え動作を同時に進行させ
るものである。このような磁極の同時切換動作を搬送路の磁極の複数組について行うこと
も勿論可能であり、更に搬送台の走行安定性を改善する可能性がある。
例えば、磁極 42と磁極 43の組の他に、磁極 44と磁極 45の組を同時に切換え動作を進行させ
ることも可能である。即ち，磁極 42の変位センサ 82が移動してくる搬送台３の到達を検出
し、選択信号発生器 41及びスイッチ群 42を通じて所定のスイッチの開閉を行い磁極 42と磁
極 44を非作動から作動状態に、磁極 43と磁極 45を作動から非作動状態に同時に、徐々に制
御時間 t0で切換え動作を進行させる。このように、搬送方向の２組の磁極 42 ,43 ,44 ,45を
同時に徐々に切換え動作を進行させることにより、搬送台の走行安定性を更に向上させる
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ことができる。
尚、第 25図では、搬送台３は、搬送方向に３個の磁極によって浮上保持されている。搬送
台３をより多数の磁極、例えば４個又は５個によって浮上保持した場合に、３組の磁極を
同時に切換えることが可能である。このように、作動から非作動及び非作動から作動の磁
極の同時切換の組合わせは、各種考えられる。このような場合には、同時切換の組合わせ
を適宜選択することが可能であり、組合せの選択により、搬送台の走行に伴う浮上磁極の
切換時に生じる搬送台の振動をより低減できる可能性がある。
以上に説明したように、本実施例では磁気浮上搬送装置の搬送台を浮上保持し走行させる
浮上磁極の作動、非作動状態の切換え動作を同時に徐々に進行させるようにしたものであ
る。従って、走行に伴う浮上磁極の切換えによる搬送台の振動の発生が防止され、搬送台
の走行、或いは停止、発進時の浮上磁極の切換えがスムーズとなり、搬送台を安定走行さ
せることができる。
（第８実施例）
以下、第８実施例である搬送台の浮上／着地の制御について第 31図乃至第 33図を参照して
説明する。
上記した様な磁気浮上搬送装置は、搬送台のトンネル下側隔壁面からの浮上及びトンネル
下側隔壁面への着地の際には、一般に制御装置の電源を入、切するだけなので、前記動作
が急激に行われるという問題がある。換言すると、浮上或いは着地に際して被搬送物に衝
撃を与え、破損してしまうという問題がある。ここで、磁気浮上搬送装置は半導体製造工
場等においてウエハ等の各種ワークの移送に用いられることを想定しており、ウエハは非
常に割れやすいため、搬送対象物の破損は非常に重大な問題である。又、浮上や着地が急
激に行われることは粉塵発生の原因ともなり、半導体製造の際の歩留まりを劣化させてし
まう。更に、搬送の際には被搬送物（例えばウエハ等のワーク）の受け渡しを容易にする
ため、その垂直方向高さが可変であることが望ましい。そして磁気浮上搬送装置の場合は
、搬送台の浮上量が自由に調整出来ることが好ましい。また、被搬送物が搬送台に搭載さ
れていないときは、短時間で搬送台を着地状態から浮上状態にでき、搬送時間を短縮でき
ることが好ましい。
本実施例は係る課題を解決するもので、搬送台の浮上及び着地の衝撃を緩和することが出
来て、しかも搬送台の浮上量と、浮上・着地に要する時間を自由に調整することが出来る
磁気浮上搬送装置を開示する。
第 31図は制御系の基本的な構成を示しており、浮上用電磁石４の磁気吸引力を制御して搬
送台３を目標位置に浮上させる基本的な動作は、前述の第６実施例、第７実施例と同様で
あり、その説明を省略する。
センサ８の出力 Vsは浮上目標値であるオフセット電圧 Vfと加算器 43で比較され、その差分
がゲイン設定器 32に導かれ、センサ８から電力増幅器 35に至る制御回路 28の制御系の増幅
率 Kpを決定する。即ち、ゲイン設定器 32の出力は位相補償器 34に導かれ、更に電力増幅器
35に導かれ、浮上用電磁石４に巻回したコイルに流す励磁電流を増減する。電磁石４はコ
イルに流れる励磁電流による磁気吸引力を搬送台３に及ぼし、搬送台３を磁気吸引力によ
り浮上支持する。従って、制御系が安定な範囲で制御系の増幅率をゲイン設定器 32により
高く設定することによって、より大きな磁気軸受剛性で搬送台を支持することができる。
オフセット電圧供給手段 33は、デジタル処理手段（ CPU） 38にプログラム 40から指令を与
え、オフセット電圧 Vo fを発生させる。また、デジタル処理手段 38は、オフセット電圧を
決定する発生機構としての機能をも有している。
デジタル処理手段 38には、符号 40で表現する各種のプログラムを自由に組み込むことが出
来て、しかもプログラム 40の変更も自在である。そしてプログラム 40は、オフセット電圧
供給手段から加算器 43へ印加されるオフセット電圧の各種特性（例えば時間特性）を所望
のものとなる様に作成する。このプログラム作成の手法は、従来公知のソフトウエア作成
技法であるため、説明は省略する。
浮上時においては、オフセット電圧 VO fと時間ｔとの関係（時間特性）は第 33図の様であ
るのが好ましい。第 33図における時間 t0が経過すれば、オフセット電圧 VO fが 0Vとなるた
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め、搬送台 13は制御回路（補償回路） 28で固定された基準浮上位置で安定浮上する。
この様なオフセット電圧 VO fの時間特性を達成する様なプログラムを作成し、デジタル処
理手段 38に組み込めば、図示しないオフセット電圧発生機構が作動して、第 33図に示す時
間特性のオフセット電圧 VO fが加算器 43へ印加されるのである。
着地時においては、時間特性が第 32図の様になるのが好ましい。この場合も上記と同様な
処理を行えば、第 32図に示す時間特性のオフセット電圧 VO fが加算器 43へ印加される。
さらに、製造に要する時間全体を第 32図、第 33図における横軸（時間軸）にとって、各加
工ステーションに到達する時点で必要な浮上量の変化に対応してオフセット電圧 VO fを変
化させて、ライン全体に亘る時間特性を作成し、それをプログラミングすることも可能で
ある。その様にすれば、浮上及び着地の際に衝撃が発生することが無く、しかも加工ステ
ーションにおけるワークの受け渡しが円滑に行われるのである。
搬送台３の浮上位置は、電磁石４が搬送台３に及ぼす鉛直方向の磁気吸引力と搬送台３の
重力が等しくなる状態で制御される。つまり位相補償器 34に入力する信号が電磁石４に流
す励磁電流を決定するのであるから、搬送台３の浮上位置変化と、搬送台３と電磁石４の
磁極面との距離の比が比較的小さいならば、電磁石４と搬送台３で構成される磁気回路の
洩れ磁束変化が小さく、搬送台３の重量が不変であるならば、制御結果として位相補償器
34の入力信号は概ね不変である。
また位相補償器 34に入力する信号（ VPとする）は、センサ８の出力信号（ VSとする）と、
加算器 43に導くオフセット電圧・ゲイン設定出力供給手段である制御ユニット 29が有する
デジタル／アナログ変換器 44の出力信号１（オフセット電圧、 Vfとする）と、オフセット
電圧・ゲイン設定出力供給手段である制御ユニット 29が有するデジタル信号出力手段 45の
出力信号２とゲイン設定器 60によって設定される増幅率（ Kpとする）によって決定され、
以下の式に従う。
VP＝ Kp×（ VS－ Vf）　　　　　　　　　　　　（１）
D/A変換器 44とデジタル信号出力器 45はデジタル処理手段（ CPU） 38の指令によってそれぞ
れの機能を発揮する。また符号 40で示すプログラムによってデジタル処理手段 38の行う処
理手順を自在に設定、変更が可能である。従って上記位相補償器 34の入力電圧 VPはプログ
ラム 40によって自在に設定できる。
上述したように、搬送台３の浮上位置変化と、搬送台３と電磁石４の磁極面との距離の比
が比較的小さい時は、位相補償器 28の入力電圧 VPを一定に保持する様に制御する。従って
増幅率 Kpが一定の時、搬送台３の浮上位置を変化させる（センサ出力電圧 VSが変化する）
には、（１）式で拘束される条件でオフセット電圧 Vfを変化させればよい。またオフセッ
ト電圧 Vfが一定の時には、ゲイン設定器 60の増幅率 Kpを同様に変化させれば良い。
搬送台３の浮上位置変化が大きい場合は、電磁石４と搬送台３で構成される磁気回路の漏
れ磁束が大きく変化し、搬送台３に作用する磁気吸引力を与える有効磁束数が大きく増減
するため、電磁石４に流す励磁電流と搬送台３に作用する磁気吸引力の比が大きく変化す
る。
電磁石４の磁極面と搬送台３の距離が大きく増加すれば漏れ磁束は多くなるため、搬送台
３を支持するために電磁石４に流す励磁電流を増加する必要がある。このことは電磁石４
、搬送台３、センサ８、制御回路 28で構成する磁気浮上制御系のルーブゲインが大きく低
下することになり、搬送台３の安定浮上を損なう恐れがある。
この場合にはオフセット電圧 Vfの調整だけでは安定浮上の持続を維持できない。そこでゲ
イン設定器 60の増幅率 Kpを増加させれば上記の理由による制御系のループゲインの低下を
補償でき、搬送台の安定浮上を持続できる。また搬送台３と電磁石４の距離が減少した場
合は上述と逆の操作を行う事で同様に補償できる。
本実施例は上記のように構成されているので、ゲイン設定器 32の増幅率 Kp及びオフセット
電圧 Vfを変化させることで、搬送台３の浮上位置を任意に設定可能である。
したがって、適当な処理プログラムによって、搬送台の浮上及び着地の衝撃を緩和する制
御ができるのに加えて、搬送台の浮上量の調整と浮上着地に要する時間の調整を達成でき
ることができる。そのため、半導体製造ラインに適用することにより、ウエハ等のワーク
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の破損及び粉塵の発生等が防止されて、歩留りが向上する。それと共に、下降ステーショ
ンと搬送台との間のワークの受け渡しが改善されて、搬送効率が向上する。
（第９実施例）
以下、第９実施例である搬送路に設けられた受動ダンパについて第 34図を参照して説明す
る。本実施例の受動ダンパは、磁気浮上状態でトンネル中を走行する搬送台と、搬送路と
直交する方向の振動が生じた場合に、その振動を吸収して搬送台の振動を減衰させるもの
である。
浮上用電磁石により吊上げられた搬送台は、案内方向には第３実施例で詳述したように、
電磁石のバネ力であるいわゆる案内剛性で支持されている。このため、搬送台になんらか
の外力が作用し、Ｙ方向に振動が生じると減衰力が作用しないため振動が止まらないとい
う問題がある。特に搬送台の停止点付近で電磁ブレーキにより走行中の搬送台を停止させ
ようのすると、いちじるしい振動が発生し、隔壁と衝突し金属粉を発生させる。或いは、
振動の停止に長時間を要し被搬送物の装填に待ち時間を要するという問題が従来生じてい
た。本実施例の受動ダンプによれば磁気浮上された搬送台の搬送方向と直交する方向（案
内方向）の振動を速やかに吸収することができる。
第 34図に示す搬送装置は、搬送路 23に設けられた電磁石４の磁気吸引力により、隔壁で形
成されたトンネル（図示しない）内の搬送台３を浮上支持して搬送路に従って搬送方向に
走行させるようにしている。なお、図中 X,Y,Z軸は互いに直交する三次元直交座標をなし
ており、Ｘ方向は搬送方向を、Ｙ方向はこの搬送方向Ｘに直交する左右方向を、Ｚ方向は
X,Y方向に直交する磁気吸引力の方向即ち電磁石４の磁極面 4nの法線方向を、それぞれ示
している。
本実施例装置においては受動ダンパを備えており、受動ダンパは、吸引力の方向Ｚと搬送
方向Ｘに対しては電磁石４を所定位置に拘束して支持し、搬送方向Ｘに直交する左右方向
Ｙに対しては電磁石４を移動可能に支持する支持装置 51により構成される。一次側をなす
電磁石４は、搬送路の搬送方向Ｘに所定ピッチで多数個列設されて、磁気軸受を構成し、
浮上磁極とも呼ばれている。また、搬送台３の本体の上面の周縁部には、浮上用ターゲッ
トとなるヨーク（継鉄）等により形成されて二次側をなす磁性体ターゲット（磁性材） 20
が取付けられている。この磁性材 20は、励磁された電磁石４の吸引力により搬送台３を非
接触状態で浮上させるように、図示しないトンネルの隔壁を介して電磁石４の下方に位置
している。上記一次側の電磁石４と二次側の磁性材 20とにより、搬送方向Ｘに展開された
磁気軸受列をなす磁気軸受装置を構成している。
受動ダンパを構成する支持装置 51について説明すると、搬送路の停止位置等において、本
体フレームの固定壁 27に上記左右方向（即ちＹ方向）に向けてリニアレール 52が配設され
ている。浮上用電磁石４の上部にはリニアベアリング 53が取付けられ、このリニアベアリ
ング 53は、リニアレール 52に従ってＹ方向のみに任意の位置に摺動するようになっている
。このリニアレール 52とリニアベアリング 53とにより、Ｙ方向に自由度を有するリニアガ
イド支持装置 51を構成している。このように、浮上用電磁石４は、リニアベアリング 53と
ともにＹ方向にのみ移動し ,X,Z方向及び X,Y,Z軸回りには常にガタがない状態になってお
りしかも移動することがないので、 X,Z方向及び X,Y,Z軸回りの運動自由度はなく、Ｙ方向
の並進自由度を任意に設定できることとなる。
本支持装置 51は、搬送路に対向配置されている本体フレームの固定壁 27aと、この固定壁 2
7a間に配設されている電磁石４との間に減衰力付与手段である一対のばね部材 54と一対の
ダッシュポット 55とを配設して、電磁石４をＹ方向の所定位置に保持している。リニアレ
ール 52とリニアベアリング 53との間に潤滑剤を塗布すれば、この潤滑剤の粘性とこの摺動
部における摩擦抵抗力により減衰力が発生して、減衰力付与手段となる。従って、電磁石
４がリニアガイドユニットを介してＹ方向に振動すれば、潤滑剤によりＹ方向に対する電
磁石４の振動を減衰させることもできるが、これだけでは十分な減衰力を得ることはでき
ないことがある。そこで本実施例では、ばね部材 54によるばね力に加えて、高い緩衝効率
を有するダッシュポット 55の緩衝作用を利用することにより、適切な減衰力を任意に設定
できるようにしており、これにより、本当の意味で受動安定軸（Ｙ軸）を実現することが
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できる。即ち、電磁石４は、ばね部材 54とダッシュポット 55とによりＹ軸方向の並進自由
度を制限されているが、この制限要素であるばね部材 54とダッシュポット 55とを適当に調
節することによりＹ軸を良好な受動安定軸とすることができる。
従って、このような受動ダンパを例えば搬送路の停止点付近に設ければ、停止点付近で生
じる搬送台の振動を速やかに吸収減衰させることができる。
（第 10実施例）
以下、第 10実施例であるトンネルに設けられたマグネットを用いた振動減衰機構（ダンパ
）を第 35図乃至第 36図を参照して説明する。
第 35図は本実施例に係る磁気浮上搬送装置の断面正面図、第 36図はその平面図である。こ
の磁気浮上搬送装置の基本的な構成は、第３実施例において詳述しているので、同一部分
又は相当部分には同一の符号を付してその説明を省略する。
搬送台３における外郭部材 19のＸ方向の両側部には、第１の磁石としての一対の永久磁石
56がそれぞれ取付けられている。この第１の永久磁石 56は、搬送台側部に形成された凹部
57内に固着されている。また、一方の側部には、ウエハ 22を出し入れするための矩形状の
開口部Ｏが形成されている。
隔壁２の両側壁 15には、第１の永久磁石 56との間に磁力を作用させるとともに搬送台３の
振動に対して減衰力を付与する第２の磁石としての永久磁石 58が取付けられている。両側
壁 15には、外方（大気側）に開口するとともに、第１の永久磁石 56の位置に対応する場所
に有底の嵌合溝 59が形成されており、この嵌合溝 59に第２の永久磁石 58がＸ方向に進退動
自在に嵌合されている。嵌合溝 59の開口部は蓋部材 60により覆われてシール部材を介して
密封されており、この蓋部材 60は側壁 15に着脱可能に取付けられている。
この蓋部材 60と第２の永久磁石 58との間には、Ｘ方向のばね力を付与するためのばね部材
61が介装され、このばね部材 61により第２の永久磁石 58は側壁 15の内面側に付勢されてい
る。また、ばね部材 61が配設された嵌合溝 59の内部スペースには、減衰作用を発揮させる
ための手段としてのオイル 62が充填されており、合２の永久磁石 58を含むこの構成により
、搬送台３の振動に対して減衰力を付与している。なお、減衰作用を発揮させるためには
、上記オイル 62の代わりにゴム等の弾性部材を使用してもよく、この場合には、この弾性
部材を介してばね部材 61を蓋部材 60と第２の永久磁石 58との間に介装させることになる。
本実施例では第 1,第２の永久磁石 56,58は互いに反発し合うような磁極の組合せのものに
している。
上記構成を有する本実施例装置においては、電磁石４により搬送台３を、隔壁２で囲まれ
たトンネル１内に浮上させた状態で、リニアモータ６により進行方向に付勢して走行せし
める。そして停止位置Ｓにおいて電磁ブレーキ 18により搬送台３を停止して、ここで図示
しないロボットアーム等を使用して、開口部Ｏを介してウエハ 22の出し入れ作業を行う。
搬送台３がトンネル１を走行する際の搬送台３のＸ方向に関する位置決めは、磁性材 20と
電磁石４の磁極面の幅を等しくすることにより、搬送台３をＹ方向の中心位置に常に引張
ることにより行っている。搬送台３がＹ方向の中心位置にあるときは、搬送台３の第１の
永久磁石 56と隔壁２の第２の永久磁石 58との間に作用する反発力のバランスがとれていて
、上記搬送台３はその位置を維持しながら走行する。ところが、搬送台３に遠心力が作用
したり振動が発生して搬送台３が方向に外れた場合には、両永久磁石 56,58間に働く反発
力により、搬送台３は常にＹ方向中心部に押し戻されて、隔壁２の内面に搬送台３が接触
することはない。また、第１の永久磁石 56からの磁力が作用する第２の永久磁石 58は、ば
ねと減衰手段を介してトンネル隔壁に取り付けられているため、搬送台３が振動すると、
永久磁石 58にも反発力が変動して、その動きが伝わる。その動きに対して減衰があるので
、振動エネルギーが吸収されて搬送台３の振動を減衰させることとなる。これにより、搬
送台３が一旦振動を開始してもその振動は速やかに減衰する。
なお、上記第 1,第２の磁石 56,58は永久磁石の代わりに電磁石を使用することも可能であ
る。
（第 11実施例）
以下、第 11実施例である鉛直方向のトンネルを備えた搬送機構を第 37図乃至第 38図を参照

10

20

30

40

50

(17) JP 3544208 B2 2004.7.21



して説明する。
第 37図において、搬送台３が走行する第１の搬送路 1aは、隔壁２により空間分離され、隔
壁内は高真空等の高度の清浄空間であり、トンネルとなっている。
搬送台３は、隔壁２の外側に配備された浮上用電磁石４の磁気吸引力により隔壁２から非
接触で浮上支持される。すなわち、浮上用電磁石４は、磁性材を備えた搬送台３を磁気力
により吸引し、浮上保持する。リニアモータ６は電磁石であり、搬送台３の下面の導電体
に渦電流を発生させることにより搬送台を水平方向に駆動し、搬送台を同様に非接触で水
平方向に走行させる。
第２の搬送路 1bは、第１の搬送路 1aと高さが異なるのみで、トンネル内の搬送台３を浮上
用電磁石４により浮上保持し、リニアモータ６により水平方向に搬送台３を走行させる搬
送路の構造は共通している。この磁気浮上搬送装置は、これら高さの異なる第１の搬送路
1aと第２の搬送路 1bとを接続する鉛直方向のトンネルである搬送路 65を備える。
鉛直方向の搬送路 65は、搬送台３を磁気力で非接触浮上支持する浮上機構とリニアモータ
とを備えたテーブル部 66と、このテーブル部 66を鉛直方向に昇降させるエレベータ機構 67
とを備える。エレベータ機構 67は、隔壁により空間分離された鉛直方向の搬送路 65を真空
状態に保ったまま固定側 68に対して軸 69を上下方向に移動させる。
従って、例えば第１の搬送路 1aを浮上用電磁石４により浮上支持され、リニアモータ６に
より駆動されて走行する搬送台３が、鉛直方向の搬送路 65に入る。テーブル部 66のリニア
モータが制動力を発生し、搬送台３は鉛直方向の搬送路 65のテーブル部 66で停止し、浮上
用電磁石によりテーブル部 66に非接触で浮上支持される。そして、エレベータ機構 67によ
りテーブル部 66が降下し、第２の搬送路 1bと水平位置に到達した時点でセンサ８が搬送台
の位置を検出しエレベータ機構 67の動作を停止させる。この時点で、搬送台３は第２の搬
送路 1bと同じ高さとなる。このようにして、搬送台３は第１の搬送路 1aから、第２の搬送
路 1bへ、或いは第２の搬送路 1bから第１の搬送路 1aへ高さの異なる搬送路をトンネル隔壁
と非接触状態で移動することができる。尚、鉛直方向の搬送路 65も、搬送路 1a,1bと同様
な材質の隔壁２により空間分離された高真空の高度の清浄度空間である。
第 38図は、テーブル部 66と搬送台３の詳細の構造を示すものである。テーブル部 66は、浮
上用電磁石４と駆動用電磁石 18とを備えている。搬送台３は、例えば半導体ウエハ 22を搭
載し、搬送するものであり、搬送台３の上面には、浮上用電磁石４のターゲットとなる磁
性材 20が固定されており、駆動用電磁石 18のターゲットとなる磁性材 70が同様に固定され
ている。
浮上用電磁石４はその励磁コイルに電流を流すと磁気吸引力を発生し磁性材 20を吸引する
ことにより搬送台３を非接触で浮上保持する。駆動用電磁石 18は、水平方向の磁気吸引力
を発生し、テーブル部 66の直下に進入してくる搬送台３に水平方向のブレーキ力を発生し
停止保持する。また、搬送台３を他の搬送路に移動進行させるために、水平方向の駆動力
を発生し、搬送台３を他の搬送路に発進させることができる。電磁石４の磁極間にあるセ
ンサ８は、浮上位置の検出のためのものであり、検出された搬送台の位置データをもとに
電磁石４のコイルに流れる電流を制御することにより、適正浮上位置に搬送台３を保持す
る。
これらの電磁石 4,18及びセンサ８は、キャン 71によってカバーされ、これらの電磁石等よ
り発生する汚染物質が隔壁２内の高真空度空間を汚染するのを防止している。
尚、以上の説明は被搬送物として半導体ウエハを一例として説明したが、例えば、液晶デ
ィスプレイの製造工程における液晶基板の搬送等、トンネルを用いた被搬送物の浮上状態
での非接触搬送に広く適用可能である。又、清浄度環境としては、真空状態に限らず、高
純度の不活性ガス雰囲気等であってもよい。
以上に説明したように、本実施例の搬送装置は鉛直方向の高さの異なる複数のトンネルで
ある搬送路と、該搬送路を接続する鉛直方向のトンネルの搬送路とを備えたものである。
従って、高さの異なる複数の搬送路間を搬送台を非接触で浮上保持した状態で相互に移動
させることが可能となる。それゆえ、隔壁により囲まれたトンネル内で、搬送台を鉛直方
向に移動させることができ、磁気浮上搬送装置の適用領域を拡大することができる。
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（第 12実施例）
以下、第 12実施例である処理装置へ被搬送物を搬入するための接続室について、第 39図乃
至第 41図を参照しながら説明する。
第 41図は、処理装置へ被搬送物を搬入する従来の技術を示す。トンネル１は、半導体ウエ
ハ或いは液晶基板等の被搬送物を搭載した搬送台３が密閉空間の隔壁から浮上した状態で
非接触で走行する磁気浮上搬送装置の搬送路である。トンネル１内は真空または高清浄度
の N2ガス等で満たされた高清浄度の空間である。トンネル１の隔壁外には、図示しないが
搬送台を密閉空間内で磁気浮上させるための磁極を備えた電磁石と、密閉空間隔壁面と搬
送台との間の隙間を計測するための変位センサと、該センサの信号によって浮上用電磁石
の励磁電流を制御する制御回路と、搬送台を走行させるための加減速用リニアモータと搬
送台を停止させるための停止装置とを備えている。
係るトンネル１内を搬送される半導体ウエハ等の被搬送物が、例えば、蒸着、フォトリソ
グラフィ等のプロセス処理を行うプロセス室 74に搬入されるためには、その間の被搬送物
の清浄度を保つためバッファとなるチャンバ 72が設けられていた。
しかしながら、プロセス前室のロボット 73により、搬送台１とプロセス室 74との間の基板
22の受け渡しを行おうとすると、ロボットの必要とされるリーチが長くなり、ロボットハ
ンドの剛性上の問題を生じる。このため、チャンバ 72には別個のハンドリングロボット 75
を備え、該ロボットにより密閉空間内の搬送台３からウエハ等の基板 22を、置き台 76に一
端移し、プロセス前室 77のロボット 75が置き台 76から基板 22を引き出し、プロセス室 74に
移していた。
このように、プロセス前室 77にあるロボット 73が、密閉空間内の搬送台から直接プロセス
室 74へウエハの受渡しを行うのには、ロボット 73のハンドのリーチが長くなり、剛性上の
問題を生じる。又、チャンバ 72にロボット 75を設けプロセス室 74へ２段階の基板の受け渡
しを行うと、高価でありコントロールが複雑なハンドリングロボットをチャンバ 72に増設
することになる。また基板の受け渡しがチャンバ 72のロボット 75及びプロセス前室 77のロ
ボット 73と２回に渡り、ハンドリング回数の増加により生ずる粒子汚染の増加という問題
が発生する。
第 39図は本発明の接続室を設けた実施例の説明図である。
トンネル１とプロセス前室 77との間には、トンネル１と接続する接続室 78が設けられてお
り、トンネル１側には仕切りバルブ 79が、プロセス前室 77側には仕切りバルブ 80が設けら
れている。そして、接続室 78には図示しない真空ポンプ或いは高清浄度の不活性ガスの供
給源等を備えることから接続室 78もトンネル１及びプロセス室 74と同様な雰囲気の高清浄
度の空間とすることができる。そして、接続室 78にはトンネル１と同様に隔壁外に、搬送
台３を磁気浮上させるための磁極を備えた浮上用電磁石と、接続室隔壁面と浮上している
搬送台との間の隙間を計測するための変位センサと、該センサの信号によって浮上用電磁
石の励磁電流を制御する制御回路と、搬送台を走行させるための加減速用リニアモータを
構成する電磁石と搬送台を停止させるための停止装置を構成する電磁石とを備えている。
したがって、接続室 78の動作は次のようになる。先ずバルブ 79,80を閉じた状態で接続室 7
8内を真空ポンプにより真空引きする。そして搬送路であるトンネル１内と同じ真空度に
達した時点でバルブ 79を開くことによりトンネル１と同様の雰囲気とすることができる。
そして搬送台３が基板 22を搭載してトンネル１中を走行して、接続室前の位置で停止装置
により停止する。そして搬送台３を接続室側にリニアモータにより加速させると搬送台は
接続室 78に磁気浮上した状態で走行進入してくる。そして接続室 78の停止装置により接続
室 78内部で搬送台３は停止する。
次にバルブ 79を閉じてバルブ 80を開くことにより、接続室 78の雰囲気をプロセス前室 77の
雰囲気と合わせることができる。そしてプロセス室 74のバルブ 81を開き、基板 22を搬送台
３からロボット 73により取り出し、プロセス室 74に直接移送することができる。また逆に
プロセス室 74からロボット 73により基板 22を取り出し搬送台３に移送することも同様であ
る。
第 40図は、接続室に関する他の実施例であり、プロセス前室 77をトンネル１に対して３方
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向に接続した例を示す。図に示すようにトンネル１の端部 82は、３方向に接続室 78を介し
てプロセス前室 77に接続されている。接続室 78には搬送台３を磁気浮上させ走行させるこ
とのできる浮上用電磁石とリニアモータと停止装置を備えており、各接続室 78はそれぞれ
搬送台３を磁気浮上状態で壁面から非接触で走行させることができ又停止させることがで
きる。それ故、搬送路であるトンネル１を走行してくる搬送台３は、端部 82で一端停止し
密閉空間に直接接続された各接続室 78に非接触浮上した状態で移動し、そこで各プロセス
室 74との間でそれぞれのプロセス前室 77のロボット 73によりウエハ等の被搬送物 22の受け
渡しを行うことができる。又、例えば接続室 78、端部 82、接続室 78のルートにより、トン
ネル１を経なくとも、３方向の接続室を介してマルチチャンバのプロセス室間で相互に被
搬送物 22の受け渡しが可能となる。
以上に説明したように、本実施例はプロセス処理装置へ被搬送物を直接搬入するための接
続室を備え、該接続室には搬送台を浮上保持し非接触で走行させ、停止させるための手段
を備える。従ってプロセス室とのウエハの受渡しはプロセス前室のロボット１台で行うこ
とが可能となり、ハンドリングロボットの数を増やすことなく、トンネルの清浄雰囲気の
ままで、粒子汚染の問題を生じることなくプロセス処理装置へ基板を直接搬入することが
可能となる。
産業上の利用可能性
以上のように、本発明に係る磁気浮上搬送装置は、隔壁で仕切られたトンネル中を、搬送
台を隔壁から非接触で安定に浮上走行させるようにしたものである。従って、被搬送物を
、直交方向への分岐等を含めて隔壁との接触による塵埃、粒子汚染等を発生させることな
く、自在に高清浄度空間である真空中、又は窒素ガス雰囲気中を安定に搬送することがで
きる。それ故、本発明の磁気浮上搬送装置は、高清浄度空間での搬送が要求され、多様な
処理装置が多数配置された半導体製造工場或いは液晶基板の製造工場等での利用に好適で
ある。
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【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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【 図 １ ０ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 ３ ２ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】 【 図 １ ７ 】
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【 図 １ ９ 】 【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ ３ 】

【 図 ３ ３ 】 【 図 ２ １ 】
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【 図 ２ ２ 】

【 図 ２ ５ 】

【 図 ２ ４ 】

【 図 ２ ８ 】 【 図 ２ ６ 】
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【 図 ２ ７ 】

【 図 ２ ９ 】

【 図 ３ ４ 】

【 図 ３ ０ 】 【 図 ３ １ 】
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【 図 ３ ５ 】 【 図 ３ ６ 】

【 図 ３ ７ 】 【 図 ３ ８ 】
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【 図 ３ ９ 】 【 図 ４ ０ 】

【 図 ４ １ 】
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